
  ２０２５年３月期 沖電気（連結）内部留保金（広義）の内訳

項目 （百万円）  比率

利益剰余金  ※ 83,501 企業が生み出した利益を積み立てた金額 58.6%

資本剰余金(準備金） 18,940 株式発行時に発生する余剰金 13.3%

貸倒引当金 12,993 取引先の支払い（回収）不能に備える金額 9.1%

退職給与引当金 27,100 将来支払う退職金の見積もり金額 19.0%

内部留保金合計 142,534

従業員数 13,906  ※法人企業統計調査（総務省）は内部留保金

１人あたり(万円） 1025    を利益剰余金のみとしている。（狭義）

       ２０２６年３月期（２０２５中期経営計画）

  ＯＫＩの経営目標の進捗状況（２５年１２月１８日 公表内容）
■売上高、営業利益：順調な進捗 ■純利益、ROE:８％をクリア、１０％へ

■有利子負債と自己資本：目標を前倒しで達成、財務基盤は着実に回復
単位・億円 2023 2024 2025 2026 2026

年度３月期 中期計画 達成予想

売上高 3,691 4,219 4,525 4,500 4,400

 成⾧性 営業利益 24 187 186 180 190

当期純利益 -2.8 256 125 100 160

 収益性 営業利益率 0.7% 4.4% 4.1% 4% 4.3%

自己資本比率 25.4% 33.3% 35.4% 30% 37.0%
ネットⅮ/Eレシオ 0.9 0.6 0.5 0.7 0.5

資本効率性 ROE -2.70% 21.4% 8.7% 8% 9.4%

配当性向 -61.9% 10.1% 31.3% ３０％超 30.7%
１株当たり配当金   ２０円  ３０円  ４５円 安定配当  ５０円

配当総額 億円 17 26 39 43

（参考）

自己資本比率：自己資本÷総資産 ROE（自己資本利益率）:純利益÷自己資本

８％以下だと株主から非効率経営とみなされる。

ネットD/Eレシオ：（有利子負債ー現金及び預金）÷自己資本 単位は倍数

D/Eレシオは１倍以下が健全とされる。営業利益率４％は製造企業の目安値。

配当性向：配当÷純利益 ２０~５０％程度が目安といわれる。

※２５年の自己資本比率は２０００年に連結決算になってからの最高比率

※配当政策：３期連続増配

財務健全性

株主還元

電
機
労
働
者
懇
談
会
の
26
春
闘

「
生
活
改
善
要
求
ア
ン
ケ
ー
ト
」

で
今
春
闘
要
求
額
は
、
３
万
円
以

上
が
81
％
と
な
り
ま
し
た
。
生
活

実
感
も
「
か
な
り
苦
し
い
」
と
の

回
答
は
、
昨
年
と
比
べ
て
倍
加
を

し
て
い
ま
す
。
物
価
高
騰
、
格
差

の
拡
大
が
続
く
も
と
で
、
す
べ
て

の
労
働
者
の
大
幅
賃
上
げ
底
上
げ

が
必
要
に
な
っ
て
い
ま
す
。
非
正

規
労
働
者
の
低
賃
金
は
極
め
て
深

刻
で
す
。

大
企
業
の

内
部
留
保
は
過
去
最

高
を
更
新
し
続
け
５
８
１
兆
円
と

な
る
一
方
で
、
実
質
賃
金

は
、
２

０
１
２
年
の
４

５
８
・
４

万
円
か

ら
２
０
２
５
年

の
４
１
０

・
８
万

円
へ
年
額
47
・
６
万
円
も
減
っ
て

い
ま
す
。

沖
電
気
の
一
人
当
た
り

の
内
部

留
保
金
は
、
初

め
て
１
０

０
０
万

円
を
超
え
ま

し
た
。

低
迷
す
る
日
本
経
済
か

ら
脱
出

す
る
た
め
に
も

大
幅
な
賃

金
の
引

き
上
げ
が
必
要

で
す
。
い

ま
こ
そ
、

大
企
業
の
社
会

的
責
任
を

果
た
す

べ
き
で
す

２ ０ ２ ６ 年 ２ 月 第 ４ ５ １ 号沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】

ホームページ 沖電気の職場を明るくする会
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検索→

先
月
に
高
市
早
苗
首
相

は
衆
議
院
解
散
を
決
断
し
、

反
対
の
声
が
あ
が
る
な
か

強
行
さ
れ
ま
し
た
。
前
回

の
衆
院
総
選
挙
が
２
０
２
４
年
10
月

下
旬
で
す
の
で
、
本
来
４
年
あ
る
衆

議
院
議
員
の
任
期
が
、
半
分
以
下
に

短
縮
さ
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。
今

回
の
解
散
に
大
義
は
な
く
、
現
在
内

閣
支
持
率
が
高
い
こ
と
に
乗
じ
、
自

民
党
勢
力
を
確
実
に
し
た
い
と
い
う

自
己
都
合
的
な
意
味
合
い
が
大
き
い

で
す
▼
突
然
の
解
散
で
振
り
回
さ
れ

る
の
は
国
会
議
員
だ
け
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
多
く
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
活

動
し
て
い
る
選
挙
運
動
に
関
わ
る
人
々

の
労
力
が
増
え
、
ま
た
冬
の
時
期
の

た
め
雪
国
の
方
々
の
ポ
ス
タ
ー
貼
り

や
宣
伝
活
動
は
か
な
り
大
変
と
な
る

こ
と
は
目
に
見
え
て
い
ま
す
。
ま
た

衆
院
総
選
挙
の
費
用
は
約
６
０
０
億

円
と
言
わ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
税

金
が
注
ぎ
込
ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
こ
の
税
金
を
国
民
の
暮
ら
し
向

上
の
た
め
に
回
せ
た
ら
と
思
い
ま
す

▼
解
散
に
よ
る
今
回
の
総
選
挙
で
は
、

改
憲
勢
力
が
大
幅
に
増
え
て
し
ま
う

こ
と
が
危
惧
さ
れ
ま
す
。
日
本
国
憲

法
は
立
憲
主
義
に
基
づ
く
憲
法
で
あ

り
、
国
家
権
力
に
縛
り
を
か
け
る
こ

と
で
国
民
の
人
権
が
保
証
さ
れ
る
と

い
う
大
き
な
役
割
を
担
っ
て
き
ま
し

た
。
ま
た
戦
後
国
民
が
戦
争
に
巻
き

込
ま
れ
る
こ
と
な
く
安
心
し
て
過
ご

す
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
そ
れ
を
権

力
者
側
だ
け
で
改
憲
を
進
め
る
こ
と

で
、
立
憲
主
義
の
根
本
が
崩
れ
国
民

側
を
縛
る
内
容
に
も
な
り
か
ね
ま
せ

ん
。
今
回
の
総
選
挙
は
国
民
の
将
来

が
大
き
く
か
か
っ
た
選
挙
と
な
り
ま

す
。
忘
れ
ず
に
投
票
に
行
き
、
安
心

し
て
国
民
の
将
来
を
託
せ
る
議
員
を

増
や
し
ま
し
ょ
う
。

花言葉 物事に動じない

沖電気 財源基盤は回復（内部留保金１４２５億円） 大幅賃上げを
２６
春闘

葉
牡
丹

沖
電
気
の
職
場
の
声

【
改
善
を
求
め
る
要
求
な
ど
】

★
電
機
大
企
業
と
の
賃
金
格
差

月
額
で
３
万
円
の
格
差
是
正
を

★
女
性
の
賃
金
は
男
性
と
比
べ
て
３
割

も
低
い
。
是
正
を
。

★
生
理
休
暇
は
有
給
に

★
契
約
社
員
に
も
退
職
金
の
支
給
を

★
在
宅
勤
務
手
当
（
テ
レ
ワ
ー
ク
手
当
）

現
在
の
３
千
円
・
月
か
ら
の
増
額
を

★
６
０
歳
超
の
雇
用
延
長
者
の
現
行
最

賃
は
、
時
給
１
３
０
３
円
。

１
７
０
０
円
程
度
に
、
引
き
上
げ
を

★
駐
車
場
の
使
用
料

月
・
５
０
０
円
の
廃
止
を

内部留保金5.5%の計算基数
３.３万円×１.4万人（従業員数）×１７ヵ月

（一時金５ヵ月）＝７８.５億円

７８.５÷１４２５（内部留保金） ＝５.５ %

■大幅賃上げでなくては
日本経済の成長もない■

【
お
詫
び
と
訂
正
】

１
月
号
に
於
い
て
、
、

１
面
沖
グ
ル
ー
プ

の
人
権
方
針
の
制

定
は
「
２
０
２
２

年
」
で
し
た
。

訂
正
し
お
詫
び
い

た
し
ま
す
。



2025年 ７４年導入の暫定税率廃止が決まったガソリンの税金 例 
               ガソリン       石油・石炭税

本体価格   本則  特例   本則  特例    税率 １０％

A B C（暫定）D E（暫定）  A＋B＋C＋D＋E

１００円 ２８.７円 ２５.１円 ２.０４円 ０.７６円 ×１０％ １５.６円

本体価格１００と仮定（円/１リットル） １７２円のうち 税金７２円

 ガソリン税は１９７４年から道路整備を目的として暫定措置として

２５.１円が上乗せされた。２００９年に一般財源化されたが、税率は維持

されていた。温暖化対策税としては０.７６円課税。さらに消費税として

１５．６％が加算されていた。廃止に伴う税収減見込みは年間約１兆円超

         消費税

  沖電気の生理休暇補償率
１日目 ２日目

～１９９３年 100% 80%

１９９３年～ 0% 0%

①項目 ①に付加される負担   負荷金額の例
電気 再エネ発電促進課金 年・約１万円 

医療保険 子ども子育て支援金 加入者２５０円～

所得税 復興特別所得税 所得税に２.１％上乗せ

住人税 森林環境税 一人当たり年１０００円

観光 国際観光旅客税 出国１回につき１０００円

宿泊 宿泊税 東京など１００円～

入浴 入湯税 鉱泉浴場１日１５０円など

電話 １１０番サービスなど １電話番号に月３.３円

朝
の
通
勤
時
間
帯
の

電
車
運
休
で
歩
く

【
埼
玉
・
蕨
地
区
】

１
月
16
日
の
朝
の
通
勤

時
間
帯
に
、
停
電
が
原
因

で
京
浜
東
北
線
が
止
ま
り

ま
し
た
。
乗
換
駅
で
あ
る

南
浦
和
駅
の
構
内
の
混
雑

具
合
を
見
て
迷
わ
ず
蕨
ま

で
歩
く
こ
と
に
し
、
経
路

が
分
か
っ
て
い
た
こ
と
も

あ
り
40
分
ほ
ど
で
蕨
に
到

着
し
ま
し
た
。
蕨
駅
で
も

電
車
と
バ
ス
を
待
つ
人
で

あ
ふ
れ
て
い
た
こ
と
か
ら

最
良
の
選
択
で
あ
っ
た
思

い
ま
す
。
い
ざ
と
な
っ
た

時
の
た
め
に
、
ま
た
運
動

不
足
解
消
の
た
め
に
、
た

ま
に
は
別
の
駅
か
ら
歩
い

て
み
る
こ
と
を
お
す
す
め

し
ま
す
。

立
作
業
で
た
ま
る
疲
労

何
と
か
し
て
ほ
し
い

【
埼
玉
・
本
庄
】

J
I
T
（
ジ
ャ
ス
ト
イ

ン
タ
イ
ム
）
と
い
う
生
産

シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
た

の
が
１
９
９
７
年
。
「
無

駄
の
排
除
」
と
し
て
殆
ど

の
作
業
が
立
作
業
に
な
り
、

人
数
も
作
業
ス
ペ
ー
ス
も

減
ら
さ
れ
生
産
効
率
一
本

の
改
革
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

特
に
静
止
状
態
の
立
作
業

は
足
や
腰
に
健
康
被
害
を

起
こ
し
、
疲
労
が
蓄
積
し

て
い
き
ま
し
た
。

厚
生
労
働
省
が
「
腰
痛

予
防
対
策
指
針
」
を
出
し

指
導
し
て
い
ま
す
が
、

■
長
時
間
立
っ
た
ま
ま
で

の
作
業
を
避
け
る
た
め
他

の
作
業
と
組
み
合
わ
せ
る

■
１
時
間
に
１
、
２
回
程

度
の
小
休
止
を
取
ら
せ
屈

伸
運
動
な
ど
を
や
ら
せ
る

等
の
中
身
に
な
っ
て
い
ま

す
。
現
在
も
静
止
状
態
で

の
立
作
業
が
行
わ
れ
て
い

ま
す
。
あ
る
関
連
会
社
で

は
作
業
台
の
下
か
ら
引
き

出
し
て
使
え
る
「
小
さ
い

椅
子
」
を
設
置
し
て
い
る

と
こ
ろ
も
あ
る
様
で
す
。

会
社
は
職
場
の
声
を
聞

い
て
し
っ
か
り
対
策
を
取
っ

て
。
健
康
を
守
る
の
は
会

社
の
責
任
で
す
。

年
始
式
は

全
員
参
加
が
基
本
で
は

【
群
馬
・
富
岡
】

毎
年
、
仕
事
初
め
に
年

始
式
が
工
場
ご
と
に
行
わ

れ
て
い
ま
す
。
Ｏ
Ｔ
Ｍ

（
沖
富
岡
マ
ニ
フ
ァ
ク
チ
ャ

リ
ン
グ
）
で
は
管
理
職
の

み
の
参
加
で
す
。

年
の
初
め
に
気
持
ち
を

新
た
に
、
チ
ー
ム
沖
と
し

て
の
基
本
的
な
目
標
や
心

構
え
を
確
認
し
、
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
高
め
る
重
要
な

行
事
で
、
今
年
の
工
場
の

事
業
方
針
を
全
員
で
共
有

す
る
た
め
に
も
必
要
で
す
。

多
く
の
従
業
員
は
管
理
職

だ
け
の
参
加
で
行
う
こ
と

に
疑
問
を
感
じ
て
い
ま
す
。

ど
の
様
な
経
過
で
全
員
参

加
か
ら
管
理
職
の
み
対
象

に
変
わ
っ
た
の
か
分
か
り

ま
せ
ん
が
、
工
場
と
し
て

の
経
営
管
理
の
意
識
改
革

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

現
職
労
働
者
の

発
言
に
感
銘

【
電
機
情
報
ユ
ニ
オ
ン
】

1
月
25
日
に
、
電
機
情

報
ユ
ニ
オ
ン
の
旗
開
き
を

開
催
し
ま
し
た
。

ユ
ニ
オ
ン
委
員
長
の
挨

拶
後
、
全
労
連
事
務
局
次

長
の
講
演
「
26
春
闘
の
情

勢
と
要
求
実
現
の
春
闘
へ
」

で
学
び
、
そ
の
後
、
来
賓

挨
拶
、
現
職
労
働
者
の
発

言
が
あ
り
ま
し
た
。
現
職

労
働
者
の
発
言
は
、
会
社

の
人
権
侵
害
（
退
職
強
要

や
定
年
後
の
再
雇
用
問
題

な
ど
）
を
許
さ
ず
ユ
ニ
オ

ン
に
加
盟
し
団
体
交
渉
を

通
じ
て
要
求
を
実
現
し
た

事
、
自
ら
の
問
題
解
決
の

た
め
初
め
て
会
社
の
門
前

宣
伝
行
動
に
参
加
し
た
こ

と
な
ど
の
報
告
に
参
加
者

は
感
銘
を
受
け
ま
し
た
。

最
後
に
、
こ
れ
ら
の
成

果
に
確
信
を
持
ち
、
企
業

に
国
際
労
働
基
準
及
び
人

権
方
針
を
遵
守
さ
せ
労
働

者
の
生
活
と
権
利
を
守
っ

て
行
く
事
を
参
加
者
全
員

で
確
認
し
ま
し
た
。

職
場
問
題
で
悩
ん
で
い

る
こ
と
が
あ
れ
ば
、
連
絡

を
下
さ
い
。

（
０
３
・
６
４
２
１
・
５
３
２
３
）

★ 実質賃金の向上で暮らしをよくする政治を ★ ２０２６年 ２月 第４５１号

《
沖
電
気
を
考
え
る
》
第
２
１
２
回

生
理
休
暇

「
有
給
」
で
休
め
る
制
度
に

生理休暇 労働基準法で定められた権利。

女性が生理に伴う体調不良時に取得できる。

有給にするか無給にするかは企業に委ね

られている。厚生労働省の２０２０年調査

では有給の事業所は２９％。

沖電気では、１９９２年のリストラ
（２０００人の人員削減・労働条件などの変

更）の中で、生休補償が消えました。

公務員の生休保障（補償）
「生理日の勤務が著しく困難な場合、３日の

範囲内において、有給で保障されます。服務

規律で無給とすることもできる」となってい

ますが、現在、多くの自治体が有給です。

日
本
の
税
金
の
数

約
50

使
い
道
に

注
視
を
！

所
得
税
、
健
康
保
険
料
、
厚
生
年

金
保
険
料
、
雇
用
保
険
料
、
住
民
税

の
５
項
目
は
よ
く
知
ら
れ
た
税
金
。

消
費
税
も
税
金
の
一
つ
で
す
が
、

法
人
税
の
減
税
や
軍
拡
な
ど
使
途
の

監
視
も
必
要
で
す
。

国
民
負
担
率

国
民
所
得
に
占

め
る
税
金
と
社
会
保
険
料
の
合
計
額

の
割
合
。
近
年

増
加
傾
向
に
あ
り

ま
す
。

国民負担率 急騰 ２４．３％（１９７０年）⇒４８．４％（２２年）


